
1.為替動向

【為替レート（USD/RMB）の動き】 　　（単位：元）

為替レート
10月25日 金 7.0716
10月28日 月 7.0615
10月29日 火 7.0637
10月30日 水 7.0584
10月31日 木 7.0350
11月1日 金 7.0376
11月4日 月 7.0302
11月5日 火 6.9975
11月6日 水 6.9987
11月7日 木 6.9880
11月8日 金 6.9827 ※

※15：00時点
出所：CFETS（Close Rate）

2.金利動向

【SHIBOR（上海銀行間取引金利）3か月ものの動き】 　　（単位：%）

金利（%）
10月25日 金 2.8310
10月28日 月 2.8400
10月29日 火 2.8470
10月30日 水 2.8640
10月31日 木 2.8870
11月1日 金 2.8970
11月4日 月 2.9190
11月5日 火 2.9330
11月6日 水 2.9480
11月7日 木 2.9530
11月8日 金 2.9530

出所：中国外汇交易中心暨全国银行间同业拆借中心
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・11月4日週のUSD/RMB為替レートは先週と同水準でスタートした。5日夕方には、米国が対中追加関税の
　一部撤回を検討しているとの英紙報道により元高が進み、約３か月ぶりに１ドル＝７元を割る水準に到達
　した。
・6日以降も、米中の双方の関税撤回に関するポジティブなニュースが散見され、1ドル7元割れの状態が
　継続している。

・11月4日週のSHIBOR3か月ものは前週比上昇してスタートした。金融機関による年末越えの資金需要は
　依然として高い状態が継続している。
・8日のSHIBOR３か月ものは、前日からの上昇幅がゼロとなり、連続上昇日数は20営業日で一旦ストップ
　したものの、再び上昇傾向に突入する可能性がある。
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3.ビジネストピックス

（1）　企業／日系企業の特許に関わる訴訟
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  中国では、外資系企業も含めた特許等（特許、意匠及び実用新案を中国では「専利」という。
専利権に商標権を含めて「産業財産権」という）の出願件数は世界最多となっている。2017年
の特許出願件数は中国138万件、日本32万件で約4倍、同年の実用新案※出願件数も中国
124万件に対し日本6千件で20倍以上の開きがある。

最近の特許に関わる日系企業の訴訟事例を見ると、東レが10月25日、浙江省寧波市のフィル
ムメーカー寧波長陽科技に対し、液晶ディスプレー（LCD）バックライトの材料として用いられる
反射板用ポリエステルフィルム技術の特許を侵害されたとして、フィルムの製造販売差止めと
損害賠償を求めて深セン市中級人民法院へ提訴したと発表した。

三菱ケミカルホールディングス傘下の三菱ケミカルも、江蘇省蘇州市の蛍光体加工業者英特
美光電（蘇州）有限公司に対し、国立研究開発法人「物質・材料研究機構（NIMS）」と自社が共
有する赤色蛍光体に関する特許を侵害されたとして、蛍光体製品の製造販売差止めと損害賠
償を求めていた（8月に一審判決で勝訴したことを発表）。

　中国ビジネスを展開する企業にとって、知財に関わる調査を行うこと、権利取得や保護を看
過せず知財対策に取り組むことは非常に重要な課題である。


